
0

・被災した山林施設等の早期復旧を支援（山林施設について激甚指定による

災害復旧の国庫補助率の嵩上げ（参考：過去５か年の実績の平均補助率 林道84%→94%等））

（査定前着工制度の活用、机上査定限度額引上げ等による査定効率化）

・長崎県の眉山を始め、被災した山地等を早期に復旧

・今後の豪雨等による災害発生の危険性が高い荒廃地

の治山対策・森林整備を支援（国庫補助率1/2等）

・被災した木材加工流通施設、特用林産振興施設等の

復旧・整備等を支援（国庫補助率1/2）

・販売先が被災した製紙用チップ等の滞留解消を図る

ため、新たな販売先の確保に向けた支援を実施（定額）

・被災林業者等への金融支援（貸付当初10年間の金利負担軽減（２%） 、

農林漁業セーフティネット資金等の貸付限度額の引上げ 等）

・災害復旧事業等による漁港、海岸等の早期復旧を支援（激甚指定による国庫補助率嵩

上げ（参考：過去５か年の実績の平均補助率 漁港等の公共土木施設70％→84％））、

（査定前着工制度の活用、机上査定限度額引上げ等による査定効率化）

・災害復旧と連携した漁港施設用地の機能回復・強化対策を

実施（国庫補助率1/2等）

・養殖施設の復旧及び強靭化等に向けた資機材の導入や、

地域ぐるみで行う乾燥機の復旧を支援（国庫補助率1/2）

・荷さばき施設、冷凍冷蔵施設、種苗生産施設等の

水産業共同利用施設の整備や整備に伴う撤去を支援

・被災漁業者等への金融支援（貸付当初５年間の

金利負担軽減（2%）、農林漁業セーフティネット資金等の貸付限度額の引上げ 等）

【営農継続・再開に向けた支援】

・農業共済加入者への共済金の早期支払、収入保険加入者への無利子のつなぎ融資

・種子・種苗の購入、農作業委託、集出荷施設等の簡易修繕等を支援（国庫補助率1/2等）

・果樹の落果に伴う病害の発生・まん延防止や被災に伴う樹勢低下からの回復（定額）

・製織作業の再開に向けたいぐさ原草・機械の輸送や共同製織作業場の確保(国庫補助率1/2等)

・簡易畜舎の整備、畜舎等の補改修、畜産用の発電機や揚水ポンプの借上げ、乳房炎対策等を

支援(補助率1/2等)

被災者の生活となりわい支援のためのパッケージ（農林水産関係）【令和８年熊本地震】について（概要）

営農継続・再開に向けた道筋

林野関係に対する支援

【農地等の早期復旧等】

・農地や農業用施設の復旧と一体的に行う農地の大区画化や水管理の
効率化、排水能力の向上等を支援。

・激甚指定による災害復旧の国庫補助率の嵩上げ
（参考：過去５か年の実績の平均補助率 農地86%→97%、農業用施設96%→99%）

・査定前着工制度の活用による早期復旧の支援

・机上査定限度額の引上げ等による災害査定の効率化

【災害関連資金の特例】

・被災農業者等への金融支援（貸付当初５年間の金利負担軽減（2%）、

農林漁業セーフティネット資金等の貸付限度額の引上げ 等）

水産関係に対する支援

農林水産関係では、農地・農業用施設、農業用機械や畜舎、林地・林道、漁港施設等、被害が確認されており、特に、集出荷施設等の共同利用施設で大
きな被害が発生。被災された農林漁業者の方々が一日も早い生業の再建に取り組めるよう、共同利用施設の再建や再編集約・合理化、農業用機械・施設
の再取得・修繕、農林漁業者に対する資金繰り支援など、以下の対策を速やかに講じる。

【農業用機械・施設、共同利用施設等の再取得・修繕への支援】

・農業用機械・農業用ハウス・畜舎等の再取得・修繕を支援
（国庫補助率：農業用機械・畜舎等：1/2

 農業用ハウス：共済金の国費相当額と合わせて1/2）

・共同利用施設や卸売市場等の再建・修繕を支援（国庫補助率1/2等）

・被災した共同利用施設の再編集約・合理化を支援
（自治体支援があれば国庫補助率最大58.3%）

山腹崩壊による土砂流出

漁港の被害
(浮桟橋接続部のクラック)

ため池の被害
(堤体上部の亀裂)

いぐさ製織作業場の倒壊農業用水路の被害
（水路壁の損壊）
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